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人口減少下における新たなまちづくりの合意形成の視点 

株式会社 福山コンサルタント 伊藤将司 

１．人口減少下における新たなまちづくりのテーマ 

人口減少下における新たなまちづくりとして、下記に示す今日的な５つのテーマを取り上げる。 

 本委員会で議論をしてきた社会資本整備及び防災まちづくりとの市民合意形成の相違点や留意すべ

きポイントなど、今後検討すべき視点を議論したい。 

２．事業段階の整理 

 各テーマを社会資本整備の取り組みと同様に事業段階毎に整理する。テーマにおいて維持管理段階で、

事業運営を扱うケースがあり、それらを地域・市民が主体となって実施する場合がある。これらは通常

の社会資本整備の事業とは異なり、より踏み込んだ市民合意形成が必要になると考えられる。 

３．事例紹介 
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新たなまちづくり組織による活動による一例を以下に示す。 

４．参考：通常の社会資本整備における市民合意形成手法 

一般に社会資本整備の市民合意形成はその事業段階に応じて、目的、手法、効果、利害関係等を

考慮しながら進めていくことになる。例えば、防災まちづくりで民間用地を新たに取得して避難路

の拡幅や避難地を整備するなどのハード整備の市民合意形成では、計画段階、設計段階、維持管理

段階に応じて、以下に示す市民合意形成手法を実施する。 

防災まちづくり（避難路や避難地のハード整備を伴うもの）事業段階別の市民合意形成の例 

計画段階 設計（実施）段階 維持管理段階

【目的】 

・民地利用、道路拡幅等の事業
の合意形成 

【手法】 

・災害危険度、防災点検結果、
事業内容等の情報提供（説明
会、ニュースレター等）、居
住者や地権者への個別説
明、・アンケート調査（ニー
ズ、賛否意向等）、ワークシ
ョップ手法、委員会等  

【効果】 

・居住者への周知やニーズ反映 

・事業決定 

【利害関係】 

・拡幅の場合、居住者や地権者
の利害得失が大 
＜居住者、地権者、周辺住民、
自治体＞ 

【目的】 

・道路予定用地内のデザインの合
意形成、居住者や地権者との細
部調整（出入り口、植栽位置等）

【手法】 

・情報公開や収集（ニュースレタ
ー、アンケート等）、ワークシ
ョップ手法（設計デザイン検討
等）、居住者や地権者への個別
説明、委員会、説明会等 

【効果】 

・設計内容へのニーズ反映 

・計画内容の周知 

・維持管理に対する協働・協力意
識の醸成 

【利害関係】 

・受益の質を高めることなるが、
反対者がいる場合は、一部利害
が相反する 
＜居住者、地権者、周辺住民、
自治体＞ 

【目的】 

・施設の維持管理、防災活動の
合意形成 

【手法】 

・情報公開（ニュースレター、
ＨＰ等）、ワークショップ手
法（役割分担等）、委員会、
説明会等 

【効果】 

・防災訓練、防災教育の実施 

・施設の維持管理 

【利害関係】 

・受益の質を高めることなる 

＜居住者、地権者、周辺住民、
自治体＞ 
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「宇都宮ＬＲＴ導入経緯と市民合意形成」 

早稲田大学理工学術院 社会環境工学科 森本章倫 

１．宇都宮における LRT 導入経緯 

宇都宮市において LRT が初めて公的に議論されたのは、1993 年の新交通システム研究会までさかの

ぼる。最初は宇都宮市の東部地区に集中する工業団地の激しい渋滞を緩和するための交通手段として着

目された。その後、中心市街地の衰退が問題視されるようになると、当初計画（駅東側 12km）を中心

市街地まで延伸する計画（駅西側 3km）が浮上し、街中の活性化が大きな課題の一つとなった。そして、

人口減少社会への対応が急務となった今、総合計画でコンパクトシティの実現が目的として掲げられ、

都市構造の東西軸を担う基幹公共交通として LRT が位置づけられた。つまり、社会的な時代背景の変

化ともに、LRT の位置づけは問題解決型から、将来ビジョンを実現するための目標設定型に変化してき

たといえる。（図参照）

図 宇都宮 LRT 導入経緯の概略 

２．都市交通戦略と LRT 導入ルート 

LRT の役割については、宇都宮市全体の公共交通網の再構築が提案された都市交通戦略（2009 年）

の中に明示されている。基本的なコンセプトは都心と郊外を連結する幹線系（LRT や幹線バス）と、交

通空白地域をふくめて郊外部で広くエリアサービスする支線系（コミュニティバス、デマンドバス）が

連携することで、市域全体に公共交通サービスを確保することにある。

地域内交通の整備は、2008 年の鬼怒川左岸の清原地区で「さきがけ号」の運行開始を皮切りに、2013

年現在で郊外部 9 地区に導入されている。また、LRT 整備については、2013 年に宇都宮市と芳賀町、

県や国、交通事業者、有識者らによる「芳賀・宇都宮基幹公共交通検討委員会」が設立され、事業採算

性、運営主体など具体的な議論が進められている。
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図 LRT 導入ルートの当初案と原案 

３．最近の話題と合意形成の課題 

LRT 導入の事業方式として「公設型上下分離方式」が採用され、2015 年 11 月 6 日に新会社「宇都宮

ライトレール株式会社」の設立総会が行われた。事業化に向けて順調な経過をたどる一方で、「宇都宮

市の LRT に反対し公共交通を考える会」が、自動車の走行機能を大きく減退（１車線化）させ交通渋

滞を招くとして反対活動を続けている。また、ルートの一部変更に対する反対意見や LRT の安全性に

ついての疑義が出されるなど、今後も丁寧な説明と市民合意形成にむけての努力が重要である。

これまでの LRT 導入における合意形成の課題をまとめると、市民、行政、事業者の視点から以下の

ように要約される。

・市民）合意形成→総論賛成の基盤づくりと市民説明、行政計画との連携：総合計画、都市計画 MP 

・行政）財源確保、科学的な収支計算（需要予測）の実施、関係機関との連携

・事業者）既得権の調整、Win‐Win の関係づくり 

2016 年 5 月に走行ルートにつ

いて都市計画決定がなされ、7 月

には運輸審議会の公聴会が実施

された。現在、車両デザインやト

ータルデザイン、IC カードなど

の設計を進めつつ、公共交通網の

再編などに向けて調整を始めて

いる。2016 年度内の着工と 2019

年の運行開始に向けては、住民合

意を図りつつ、関係機関のさらな

る連携が不可欠である。

図 最近の話題と今後の課題 

LRT 導入の当初計画 
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官民連携事業を通じた被災地再生における市民合意形成 

中央復建コンサルタンツ株式会社 白水靖郎
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以上
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